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第１ 基本的な事項 

 

 １ 策定の目的 

   国民健康保険は、被用者保険に加入する者等を除く全ての者を被保険者とする公

的医療保険制度であり、国民皆保険を支える重要な基盤として、地域住民の医療の

確保や健康の保持・増進に大きな役割を果たしている。 

   しかしながら、その運営の単位を市町村としていることから、財政が不安定とな

りやすい小規模保険者が存在すること、被保険者の年齢構成や所得分布の差異が大

きいことなどの財政運営上の構造的な課題を抱えている。一方、被保険者側からみ

れば、保険給付は全国共通であるものの、市町村ごとに保険料や事務処理の実施方

法にばらつきがあるなどの事業運営上の課題もある。 

   これらの課題に対し、これまで、公費投入、保険者間での財政調整、保険者事務

の共通化・共同実施などによって対応してきたが、いまだ十分とはいえない。 

   こうした現状を改善するため、平成 30 年度からは、県が、市町村とともに国民健

康保険の運営を担い、国民健康保険の財政運営の責任主体として、中心的な役割を

担うこととされている一方、市町村においても、地域住民と身近な関係の中、資格

管理、保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等の地域におけるきめ細

かい事業を引き続き担うこととされている。 

   そこで、新制度においては、県と各市町村とが一体となって、財政運営、資格管

理、保険給付、保険料率の決定、保険料の賦課・徴収、保健事業その他の保険者の

事務を共通認識の下で実施するとともに、各市町村が事業の広域化や効率化を推進

できるよう、県が県内の統一的な国民健康保険事業の運営に関する方針を策定する

こととする。 

 

 ２ 策定の根拠規定 

   持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する

法律（平成 27 年法律第 31 号）附則第７条の規定によりその例によることとされた

同法第４条の規定による改正後の国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 82

条の２第１項 

 

 ３ 策定の年月日 

   平成 29 年○月○日 

 

 ４ 対象期間 

   平成 30 年４月１日から平成 33 年３月 31 日まで（３年間） 

   ３年ごとに検証を行い、必要がある場合には見直しを行う。 
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第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

 

１ 医療費の動向と将来の見通し 

（１）保険者及び被保険者等の状況 

ア 保険者 

市町村国保の保険者は、15 市町村となっている。 

       また、被保険者が、５千人以上１万人未満の規模の保険者が７市町と多く

を占め、次いで１万人以上５万人未満の規模の保険者が４市となっている。 

 

        表１ 規模別保険者の状況（Ｈ27） 

区分 
保険者  被保険者数  

構成比 構成比 

被
保
険
者
数 

３千人未満 舟橋村 6.7% 398 0.2% 

３千人以上 

５千人未満 

朝日町 
13.3% 

3,025 
3.4% 

上市町 4,656 

５千人以上 

１万人未満 

入善町 

46.7% 

5,440 

22.6% 

立山町 5,502 

滑川市 6,435 

小矢部市 6,594 

黒部市 8,152 

魚津市 8,976 

砺波市 9,542 

１万人以上 

５万人未満 

氷見市 

26.7% 

11,234 

36.3% 
南砺市 11,905 

射水市 19,604 

高岡市 38,660 

５万人以上 富山市 6.7% 84,356 37.6% 

計 １５ 100.0% 224,479 100.0% 

出典：富山県「国民健康保険事業状況」 

（注）被保険者数は平成28年3月31日現在 

 

イ 被保険者数等 

国保加入状況を見ると、平成 27 年度末の国保世帯数は 141,243 世帯で、前

年度に比べ 3,414 世帯、2.4%の減となっている。 

被保険者数については、27 度末では 224,479 人で前年度に比べ、8,742 人、

3.8%の減となっている。 

なお、県人口当たりの国保加入率は 20.8%で、前年度に比べ、0.8 ポイント

の減となっている。 
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表２ 国保世帯数・被保険者数の年次推移 

  Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

国保世帯数（世帯） 149,267 148,485 146,769 144,657 141,243 

被保険者数（人） 248,036 244,614 239,252 233,221 224,479 

加入率  （％） 22.7 23.9 22.0 21.5 20.8 

出典：富山県「国民健康保険事業状況」 

（注）被保険者数は各年度3月31日現在 

 

 

表３ 市町村別 国保の世帯数、被保険者数（Ｈ27） 

 世帯数 

(世帯)  

住民基本台帳人口   

（人） 

被保険者数 

（人） 人口比率（%） 

富山市 54,566 419,123 84,356 20.1 

高岡市 23,909 174,892 38,660 22.1 

魚津市 5,703 43,152 8,976 20.8 

氷見市 6,998 49,830 11,234 22.5 

滑川市 4,028 33,489 6,435 19.2 

黒部市 5,112 41,944 8,152 19.4 

砺波市 5,822 49,321 9,542 19.3 

小矢部市 4,007 31,128 6,594 21.2 

舟橋村 243 3,025 398 13.2 

上市町 2,973 21,523 4,656 21.6 

立山町 3,405 26,752 5,502 20.6 

入善町 3,435 25,750 5,440 21.1 

朝日町 1,947 12,794 3,025 23.6 

南砺市 7,256 53,136 11,905 22.4 

射水市 11,839 94,301 19,604 20.8 

計 141,243 1,080,160 224,479 20.8 

                      出典：富山県「国民健康保険事業状況」 

（注）被保険者数は平成 28 年 3月 31 日現在     
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ウ 被保険者の年齢構成 

市町村全体で、65 歳から 74 歳までの被保険者が全体に占める割合は平成 23

年度の 39.9％から毎年増加傾向にあり、平成 27 年度は 50.7％で、高齢化が進

行している。 

 

図１ 国保被保険者（75歳未満）の年齢構成の推移 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「国民健康保険実態調査報告」 

 

 

エ 国保世帯主（75 歳未満）の職業別構成割合（一般世帯） 

    国保被保険者の世帯数は、無職者（退職者など）が最も多く、全体の５割程

度を占めており、続いて被用者の 30.4％となっている。 

   なお、自営業者と農林水産業者は、合わせても約 16％となっている。 

 

図２ 国保世帯主（75 歳未満）の職業別構成割合（一般世帯）      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「国民健康保険実態調査報告」 
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オ 一人当たりの所得の状況    

   本県の一世帯当たり所得及び一人当たり所得は、概ね、全国同様に減少傾向

にあり、平成 26 年度は、ともに全国平均を下回っている。  

    

表４ 所得の状況                                           （単位：千円） 

 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 

富山県 一世帯当たり １，２２５ １，５９０ １，４２４ １，３３２ 

一人当たり ７３６ ９８８ ８６６ ８３０ 

全国 一世帯当たり １，４１６ １，３９９ １，４４４ １，３９６ 

一人当たり ８３２ ８２７ ８６１ ８４４ 

出典：厚生労働省「国民健康保険実態調査報告」 

 

 

 （２）医療費の動向 

   ア 医療費の推移 

        本県の一人当たり医療費の伸び率は概ね全国と同様に増加しており、平成 27

年度の本県の一人当たりの医療費は、375,969 円で、全国の 349,697 円と比べて

1.08 倍で 26,272 円多くなっている。 

 

表５ 国保の一人当たり医療費 

 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 
 

 

富山県 

医療費(円) 337,963 341,784 350,125 359,684 375,969 

伸び率(％) 2.3 1.1 2.4 2.7 4.5 

 

全国 

医療費(円) 308,669 315,856 324,543 333,461 349,697 

伸び率(％) 3.1 2.3 2.8 2.7 4.9 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

 

 

 

 

また、市町村の中では、舟橋村が 446,895 円で、砺波市の 362,748 円と比べて

1.23 倍となっている。 
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表６ 県内市町村国保の一人当たり医療費の推移           （単位：円）  

 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

富山市 339,701 340,248 345,901 359,568 376,806 

高岡市 331,367  330,010  347,332  359,609 368,345 

魚津市 366,550 374,934 393,305 382,067 404,973 

氷見市 347,936  351,297   365,561 380,028  368,926 

滑川市 330,306  345,992 347,550 364,454  392,894 

黒部市 318,867 331,297 339,672  348,051 372,797 

砺波市 320,532 333,800   323,305 336,136 362,748 

小矢部市 342,712 352,745 370,227 372,217 374,377 

舟橋村 390,632 366,281 371,609 355,637 446,895 

上市町 347,952 375,923 368,487 373,240 397,277 

立山町 320,046 345,308 354,709 367,835 375,501 

入善町 361,145 349,386 351,540 372,467 378,349 

朝日町 172,119 382,183 382,046 381,980 396,416 

南砺市 332,715 336,799 353,853 345,727 375,310 

射水市 335,034 337,909 342,843 344,467 371,126 

出典：富山県「国民健康保険事業状況」 

 

イ 診療種別医療費の現状 

 ① 入院 

本県の一人当たりの入院医療費は、153,100円で、全国の130,531円の1.17

倍で、22,569 円多くなっており、一日当たりの入院医療費は、32,218 円で

全国の 35,486 円よりも 3,268 円低く、一件当たりの日数は、16.8 日で全国

の 15.9 日と比較して 0.9 日多くなっている。 

 

表７ 入院医療費の状況（H27）  

         富山県 全国   差 

一人当たりの医療費    153,100円 130,531円 22,569 円 

一日当たりの医療費 32,218円 35,486円 △3,268 円 

一件当たりの日数  16.8 日 15.9日 0.9 日 

                   出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

 

② 入院外（調剤医療費を含み、歯科を除く） 

本県の一人当たりの入院外医療費は194,055円で、全国の188,324円の

1.03倍で5,731円高くなっており、一日当たりの入院外医療費は14,588

円で、全国の13,958円より630円高く、一件当たりの通院日数は1.5日

で、全国1.6日を0.1日下回っている。 
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表８  入院外医療費の状況（H27）  

       富山県 全国 差 

一人当たりの医療費    194,055円 188,324円 5,731 円 

一日当たりの医療費 14,588円 13,958円 630 円 

一件当たりの日数  1.5 日 1.6日  △0.1 日 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

 

③ 歯科 

本県の一人当たりの歯科医療費は22,344円で、全国の24,629円の0.91

倍で 2,285円低くなっており、一日当たりの歯科医療費は6,453円で、

全国の6,686円より233円低く、一件当たりの通院日数は1.9日で、全国の

2.0日を0.1日下回っている。 

 

表９ 歯科医療費の状況（H27）       

       富山県 全国 差 

一人当たりの医療費    22,344円 24,629円 △2,285 円 

一日当たりの医療費 6,453円 6,686円  △233 円 

一件当たりの日数  1.9日 2.0日 △0.1 日 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

 

④ 受診率 

100 人当たりの受診率の状況は、入院、入院外では全国よりも高いが、

歯科では 9.9 件全国より下回っている。 

 

表10 受診率の状況（H27）         （単位：100人当たり件数） 

       富山県 全国 差 

    計     1,073.6 1,049.1   24.5 

 入院 28.3       22.7 5.6 

入院外 867.6 838.8 28.8 

歯科 177.7 187.6 △9.9 

                   出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

 

 

  （３）市町村ごとの保険料水準 

県内市町村の一人当たり保険料(税)調定額は、平成 25 年度の 89,233 円をピ

ークに平成 26 年度は 88,532 円、平成 27 年度は 86,639 円と減少傾向となって

いる。平成 27 年度の都道府県別一人当たり保険料(税)調定額（介護納付分を除

く）は、全国で 15 位となっている 
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表 11 一人当たり調定額の推移(介護給付分を除く) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」                       

 

 

また、平成27年度の市町村別一人当たり調定額(介護給付分含む)は、最も高い魚津

市の106,689円と最も低い氷見市の76,859円との約1.4倍となっている。近年の調定額

と比較すると市町村別の保険料水準に大きな変化は見られない。 

 

表 12 市町村別、一人当たり調定額の推移(介護給付分を含む)     (単位：円) 

 

平成 23 年度 
             

順位 

平成 24 年度 
             

順位 

平成 25 年度 
        

順位 

平成 26 年度 
           

順位 

平成 27 年度 
         

順位 

富 山 市 92,884 ８ 93,592 10 97,522 9 96,367 9 94,082 10 

高 岡 市 93,366 ６ 95,955 9 95,382 11 94,518 12 92,507 12 

魚 津 市 97,456 ２ 97,468 5 99,175 5 106,985 2 106,689 1 

氷 見 市 80,236 15 81,128 15 81,534 15 78,792 15 76,859 15 

滑 川 市 96,328 ３ 97,036 7 98,177 8 95,620 10 95,792 6 

黒 部 市 99,901 １ 101,081 2 101,443 4 100,050 4 97,889 5 

砺 波 市 89,826 10 99,196 4 98,483 7 97,234 7 95,006 8 

小矢部市 94,753 ４ 99,296 3 98,688 6 98,294 6 95,541 7 

舟 橋 村 88,125 13 85,207 14 85,356 14 86,428 13 85,838 13 

上 市 町 89,629 11 89,399 12 103,005 3 99,912 5 94,588 9 

立 山 町 93,070 ７ 97,036 6 104,333 2 102,870 3 98,027 4 

入 善 町 94,040 ５ 96,673 8 97,085 10 96,527 8 98,850 3 

朝 日 町 88,489 12 90,311 11 89,992 12 95,160 11 92,932 11 

南 砺 市 90,151 ９ 104,034 1 112,110 1 109,500 1 105,599 2 

射 水 市 87,830 14 88,083 13 88,045 13 85,691 14 84,011 14 

 平 均 92,132  94,426  96,781  95,791  93,649  

出典：富山県「国民健康保険事業状況」 

単位：円

順位

Ｈ21 83,681 19 90,908

Ｈ22 78,788 27 88,578

Ｈ23 84,449 13 89,666

Ｈ24 86,808 12 90,882

Ｈ25 89,233 11 93,175

Ｈ26 88,532 14 93,203

Ｈ27 86,639 15 92,124

全国富山県

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

富山県

全国
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（４）医療費の将来見通し 

被保険者数は、今後も減少する一方で、一人当たり医療費が増加することから、

医療費は増加傾向が続くものと見込まれる。 

 

表13 医療費の推計 

 Ｈ27（実績） Ｈ32 Ｈ37 

医療費 866.0億円 976.2億円 1,065.8億円 

 

被保険者数（※１） 230,340人 228,046人 218,670人 

一人当たり医療費（※２） 375,969円 428,079円 487,411円 

 

（※１）被保険者数の推計は、「日本の地域別将来人口（H25.3国立社会保障・人口問 

題研究所）」による本県の将来の人口推計に、過去５年間（Ｈ23～Ｈ27）の平

均加入率22.18％を乗じて推計。 

              

 

 

（※２）一人当たり医療費の推計は、平成27年度の被保険者一人当たり医療費実績

375,969円に過去5年間（Ｈ23～Ｈ27）の年平均伸び率2.63%を乗じて推計。   

 

 

 

 

２ 国保財政の現状と財政収支の基本的な考え方 

市町村の国民健康保険財政を持続的かつ安定的に運営していくためには、国民健

康保険が一会計年度単位で行う短期保険であることを踏まえ、原則として、必要な

支出を保険料(税)や国庫負担金などにより賄うことで国民健康保険特別会計におい

て収支が均衡していることが基本である。 

 

（１）財政状況の現状 

県内市町村国保のうち、平成27年度決算における単年度収支の黒字は９市町村

で、赤字では、６市町村であり、また、前年度からの繰越金や基金保有額を含めた

実質収支は全市町村が黒字となっている。 

 

 

 

 

 

 Ｈ32 Ｈ37 

人口推計 1,028,160 985,889 

被保険者数 228,046 218,670 

（単位：人） （被保険者数の推計） 
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図３ 財政状況(H27) 

 

出典：富山県「国民健康保険事業状況」 

 

 

表14 財政状況の推移 

年度 
単年度収支 

   （千円） 

黒字 

保険者 

赤字 

保険者 

実質収支 

  （千円） 

黒字 

保険者 

赤字 

保険者 

Ｈ２０ 514,205 9 6 1,873,454 14 1 

Ｈ２１ 821,521 12 3 2,111,448 15 0 

Ｈ２２ ▲1,577,050 5 10 1,551,395 13 2 

Ｈ２３ ▲1,538,893 3 12 458,375 13 2 

Ｈ２４ 1,540,724 8 7 2,285,422 14 1 

Ｈ２５ 1,310,709 9 6 3,078,754 15 0 

Ｈ２６ 580,014 10 5 2,634,116 15 0 

Ｈ２７ 389,321 9 6 2,089,769 15 0 

出典：富山県「国民健康保険事業状況」 

 

 

（２）法定外一般会計繰入の状況 

一般会計からの法定外繰入については、平成 27 年度については、地方単独事業の

医療給付費波及増に係る繰入はあるが、赤字補填のための繰入はない。 
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  表15 一般会計繰入金の繰入理由別状況(H27)         （単位：千円）   

決算補填目的 決算補填等以外の目的  

合 計 累積赤字補填

のため 

地方単独事業の医

療給付費波及増分

に当てるため 

保健事業に 

充てるため 

その他 

  0 238,468 58,683 7,134 304,285 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施状況調」 

 

 

（３）赤字解消・削減の取組 

   平成30年度以降、赤字が生じた場合、市町村は、医療費水準、保険料(税)設定、

保険料(税)収納率等赤字についての要因分析を行うとともに、赤字解消・削減の計

画を策定し、必要な対策を講じることとする。 赤字の解消又は削減については、

国民健康保険が一会計年度を収支として行うものであることから、原則として赤字

発生年度の翌年度に解消を図ることが望ましいが、被保険者の保険料(税)負担の急

変を踏まえ、単年度での赤字の解消が困難な場合は、５年程度の中期的目標を定

め、段階的に赤字を削減することとする。 

 

（４）県における国民健康保険特別会計の収支の考え方 

      県の国民健康保険特別会計において、原則として、必要な支出を市町村国民健

康保険事業費納付金（以下「納付金」という。）や国庫負担金などにより賄うこ

とにより、収支が均衡していることが重要であり、県内の市町村における事業運

営が健全に行われることにも留意する必要がある。このため、必要以上に黒字幅

や繰越金を確保することがないよう、 市町村の財政状況をよく見極めた上で、バ

ランスよく財政運営を行っていく必要がある。 

なお、県において赤字が発生した場合は、財政安定化基金を活用し､翌年度以降

償還していくこととする。 

 

 

３ 財政安定化基金の運用 

（１）財政安定化基金の設置 

国民健康保険事業の財政の安定化のため、給付増や保険料収納不足により財

源不足となった場合に備え、法定外の一般会計の繰入を行う必要がないよう、県

に財政安定化基金を設置し、県及び市町村に対し、貸付又は交付を行う。 

 

（２）財政安定化基金の特例 

平成 35 年度までの特例として、新制度への移行に伴う保険料の激変緩和措 

置などに必要な資金として特例基金を設置することとする。 
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（３）財政安定化基金の貸付 

＜市町村に対する貸付＞ 

ア 貸付要件 

収納率及び被保険者数（総所得額）の減少により、収納不足が生じた  

場合とする。 

イ 貸付額、貸付額の償還 

    財源不足額に対する貸付とし、原則３年間で償還する。 

 

＜県に対する貸付＞ 

ア 貸付要件 

給付費見込みの誤り（上振れ）や県全体で給付費の増大等が生じたこと

により財源不足となった場合とする。 

イ 貸付額、貸付額の償還 

財源不足額を貸付し、翌年度以降、納付金に含めて市町村から徴収し償

還する。 

 

 

（４）財政安定化基金の交付 

ア 交付要件 

以下のような「特別な事情」により、被保険者の生活等に影響を与え、

県及び市町村において、収納額が低下した場合とする。 

・多数の被保険者の生活に影響を与える災害（台風、洪水、噴火など）の   

場合 

・地域企業の破綻や主要産物の価格が大幅に下落するなど地域産業に大き

な影響が生じた場合 

・その他、上記に類するような大きな影響が多数の被保険者に生じた場合 

イ 交付額 

収納不足額の２分の１以内とし、各市町村の「特別な事情」や収納率の

設定状況等に応じて、県がその交付の範囲を決定する。 

ウ 交付額の補填 

国、県、市町村がそれぞれ３分の１ずつを補填。そのうち、市町村補填

分については、当該交付を受けた市町村が行うことを基本とし、県内市町

村で按分するときは、「特別な事情」を加味しながら、すべての市町村の意

見を踏まえ、県がその按分方法を決定する。 
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 ４ ＰＤＣＡサイクルの実施 

（１）ＰＤＣＡサイクルを循環させるための基本的な取組方針 

国民健康保険事業を実施するに当たっては、安定的な財政運営や、市町村が担

う事業の広域的・効率的な運営に向けた取組を継続的に改善するためにも、事業

の実施状況を定期的に把握・分析し、評価を行うことで検証する必要がある。 

現在、県は、国民健康保険法又は地方自治法等による権限に基づき、市町村が

行う国民康保険事業の実施状況について、実地指導・助言を行っている。新制度

においても、引き続き、市町村も含めた関係者に対し必要な指導・助言を行うこ

ととなるが、こうした取組は国保運営方針に基づき実施する事業の継続的な改善

に向けたＰＤＣＡサイクルを循環させる上でも重要な位置づけとなる。 

 

 

（２）県としての取組 

    県は、定期的（２年に１回）に実施する市町村に対する指導・助言の際に、市

町村が実施する事業の継続的な改善に向けたＰＤＣＡサイクルの実施状況を確

認し、その取組について必要な指導及び助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Plan（計画） 

○事業実施計画の設定 

Do（実施） 

○計画に基づく事業の 

 実施 

Check（評価） 

○取組評価 

Action（改善） 

○改善策の検討 

【市町村】 

国保事業に係る

取組 

【県】市町村の実施状況に対する指導・助言 
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第３ 市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項 

 

１ 現状 

（１）保険料（税）の賦課状況 

     国民健康保険事業に要する費用は、国庫負担金、国庫補助金、調整交付金等

公費で賄われる部分を除いて、保険料で賄われるのが原則であるから、市町村

は、その財源に充てるため、被保険者の属する世帯の世帯主から保険料を徴収

しなければならない。ただし、保険料に代えて、地方税法の規定により目的税

である国民健康保険税を課することができるとされている。 

     現在、県内では、１５市町村中、保険料を賦課している市町村が１市、保険

税を課している市町村が１４市町村となっている。 

   

（２）保険料（税）の算定方式 

     保険料（税）の算定方式としては、医療分は、所得割、被保険者均等割、世

帯別平等割の３方式を採用している市町村が１４市町村、資産割を加えた４方

式を採用している市町村が１町となっている。後期高齢者支援金等分、介護納

付金分は、１５市町村すべて３方式を採用している。 

 

表 16 保険料（税）算定方式の状況 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※被保険者数及び世帯数は、賦課期日（平成 26 年４月１日）現在 
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（３）応能割と応益割の割合、所得割・資産割・均等割・平等割の賦課割合 

     現行の国民健康保険法施行令又は地方税法で定める応能割と応益割の割合

は、５０：５０が標準とされているが、実際の賦課割合は、医療分（一般）と

後期高齢者支援金等分（一般）は、１１市町で応能割の方が高く、介護納付金

分は、９市町村で応益割の方が高くなっている。また、応益割の内訳である被

保険者均等割と世帯別平等割の割合については、法定の標準割合の３５：１５

と比較して、１市を除き、概ね被保険者均等割が低く、世帯別平等割が高い傾

向にある。 

 

表 17 保険料（税）算定方式の状況（H27） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）賦課限度額の設定状況 

     保険料（税）については、国民健康保険法施行令又は地方税法施行令で定め

る賦課限度額を上限とすることとされているところ、医療分では、法定の賦課

限度額と同額としている市町村が１１市町村、法定の賦課限度額を下回る額を

設定している市町村が４市町、後期高齢者支援金等分では、法定の賦課限度額

と同額としている市町村が１２市町村、法定の賦課限度額を下回る額を設定し

ている市町村が３市町、介護納付金分では、法定の賦課限度額と同額としてい

る市町村が１３市町村、法定の賦課限度額を下回る額を設定している市町村が

２市町となっている。 

 

表 18 賦課限度額の設定状況（H28） 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 
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２ 標準的な保険料（税）算定方式 

（１）納付金算定の基本的な考え方 

国民健康保険事業費納付金（以下「納付金」という。）については、政令

及び県の条例で必要な事項が定められるが、その算定に当たっての基本的な

考え方を国保運営方針において定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 医療費指数反映係数（α）の設定 

・ 医療費指数反映係数（α）は、年齢調整後の医療費指数をどの程度反映

させるかを調整する係数で、「当該都道府県の条例で定めるところによ

り、当該都道府県内の市町村間における年齢調整後医療費指数の格差その

他の事情を勘案し、零以上１以下の範囲内において当該都道府県の知事が

定める数とする」（改正後の国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する

政令（昭和 34 年政令第 41 号。以下「算定政令」という。）第９条第３

項）とされている。 

・ 「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について

（ガイドライン）」の改定について（平成 29 年６月５日付け保発 0605 第

１号厚生労働省保健局長通知）により示された「国民健康保険における納

付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイドライン）」（以下「納

付金等ガイドライン」という。）では、「都道府県内市町村間で医療費水

準に差異がある都道府県においては、年齢調整後の医療費指数を各市町村

の納付金に反映させることが原則となる（即ちα＝１）。」されており、

新制度施行当初は、原則どおり「α＝１」を基本とする。 

    

イ 年齢調整後の医療費指数の算出 

・ 納付金等ガイドラインで定める原則的計算（算定政令第９条第４項第１

号）によるものとし、二次医療圏ごと等における医療費の調整（同項第２

号）や高額医療費による調整（同項第３号）を行わないこととする。 

 

 

○ 納付金の算定は「年齢構成の差異を調整した医療費水準」と「所得水

準」に応じて計算を行う。 

  納付金算定基礎額 ×｛１＋α・（年齢調整後の医療費指数－１）｝ 

           ×｛β・（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝／（１＋β） 

            × γ 

＝c＝各市町村ごとの納付金基礎額 

※国民健康保険の国庫負担金等の算定に関する政令第９条第１項（医療分） 

第 10 条第１項（後期高齢者支援金等） 

第 11 条第１項（介護納付金） 

医療分のみ 
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ウ 所得係数（β）の設定 

〔医療分、後期高齢者支援金等、介護納付金共通〕 

 ・ 所得係数（β）は所得のシェアをどの程度納付金の配分に反映させるかを

調整する係数であり、「当該都道府県の条例で定めるところにより、当該年

度における当該都道府県に係る被保険者１人当たりの所得額の見込額とし

＜原則的計算＞ 

○ 「5歳階級別」の「全国平均の１人あたり医療費」を各市町村の被保険者の年齢

構成に当てはめて 1人あたり医療費を算出することで、「当該市町村の各年齢階級

別の 1人あたり医療費が全国平均であった場合の 1人あたり医療費（Ｘ）」を算出

する。 

○ 「当該市町村の各年齢階級別の 1 人あたり医療費が全国平均であった場合の１

人あたり医療費（Ｘ）」と「当該市町村の実績の１人あたり医療費（Ｙ）」を比較

する（ＹをＸで除する）ことで、「年齢調整後の医療費指数（Ｚ）」を算出[間接法]。 

※ 全国平均の場合にはＺ＝１となる。 

○ 直近３年分の「年齢調整後の医療費指数（Ｚ）」を算出後に平均して「複数年平

均の数値（Ｚ
－

）」を求める。 

 

＜二次医療圏ごと等における医療費の調整＞ 

○ 提供される医療サービスが等しく、年齢調整後の医療費水準が潜在的に大きく

異ならない二次医療圏等において、保険料水準を統一するために、上記の年齢調

整後の医療費指数の計算を「二次医療圏等での各年齢階級別の被保険者数」、「二

次医療圏等における実績の一人当たり医療費」を用いて計算し、各市町村の納付

金を計算する際には、「二次医療圏ごとの年齢調整後の医療費指数」を使用するこ

とも可能な仕組み。この場合、当該二次医療圏では保険料水準が統一されること

となる。 

 

＜高額医療費による調整＞ 

○ レセプト１件当たりの額が著しく高額な部分（例えば、特別高額医療費共同事業

の対象である 420 万円超レセプトのうち 200 万円超部分）については、高額医療

費負担金や特別高額医療費共同事業負担金により一定の負担緩和が行われるが、

小規模な市町村において著しく高額な医療費が発生した場合のリスクの更なる緩

和を図る観点から、市町村ごとの納付金の額を決定する際に、例えば当該医療費

については都道府県単位（三次医療圏が複数ある都道府県では三次医療圏単位）

や二次医療圏ごとで、共同で負担することができるように、納付金の仕組みにお

いて特別な調整を可能とする仕組み。この場合には、年齢調整後の医療費指数[Ｚ]

を算出する際に、当該市町村の実績の１人あたり医療費[Ｙ]を用いるのではなく、

高額医療費の共同負担部分を調整した１人あたり医療費[Ｙ
―

]を用いる。 



- 18 - 

 

て厚生労働省令で定めるところにより算定される額を当該年度における全

ての都道府県に係る被保険者一人当たりの所得額の見込額として厚生労働

大臣が定める額で除して得た数を基準として、当該都道府県の知事が定める

数とする」（算定政令第９条第５項、第 10 条第３項及び第 11 条第３項）と

されている。 

・ 納付金等ガイドラインでは、「所得（応能）シェアと人数（応益）シェア

の加重については、所得水準が全国平均である都道府県においては 50：50 と

なるが（β＝1）、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて、所得

（応能）シェアで按分する比率を増減することを原則とする。」とされてお

り、新制度施行当初は、原則どおりβは国から示される所得係数「都道府県

平均の 1人あたり所得／全国平均の 1人あたり所得」とする。 

 

エ 所得（応能）シェアの算出 

〔医療分、後期高齢者支援金等、介護納付金共通〕 

・ 所得（応能）シェア（所得等割合）の算出に当たっては、「所得総額」

のみを用いて算出するか、「所得総額及び資産総額」を用いて算出するか

を条例で定める必要があるが（算定政令第９条第６項、第 10 条第４項及び

第 11 条第４項）、現在、県内市町村の保険料（税）の算定方式は、医療分

で４方式を採用している市町村が１町あるほかは、すべて３方式を採用し

ていることから、「所得総額」のみを用いて算出することとする。 

 

オ 人数（応益）シェアの算出 

〔医療分、後期高齢者支援金等、介護納付金共通〕 

・ 人数（応益）シェア（被保険者数等割合）の算出に当たっては、「被保

険者総数」のみを用いて算出するか、「被保険者総数及び世帯総数」を用

いて算出するかを条例で定める必要があるが（算定政令第９条第７項、第

10 条第５項及び第 11 条第５項）、平等割額がより平準化する「被保険者

総数及び世帯総数」を用いて算出することとする。 

・ 「被保険者総数及び世帯総数」を用いて人数（応益）シェアを算出する

場合は、均等割指数（応益割賦課総額に占める均等割総額を示す割合）と

平等割指数（応益割総額に占める平等割総額）を定める必要がある。 

・ 被保険者均等割指数は、「零以上１以下の数のうちいずれかの数であっ

て、当該都道府県の条例で定める範囲内において当該都道府県の知事が定

める数とする」（算定政令第９条第９項、第 10 条第７項及び第 11 条第７

項）と、平等割指数は、「１から被保険者均等割指数を控除した数」（算

定政令第９条第７項第２号ロ⑶、第 10 条第５項第２号ロ⑶及び第 11 条第

５項第２号ロ⑶）とされている。 
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・ 均等割指数と平等割指数については、現行の応益割の法定の標準賦課割

合である「35：15」を採用することとし、均等割指数は「0.7」、平等割指

数は「0.3」とする。 

 

カ 賦課限度額 

 ・ 所得（応能）のシェアの算出に用いる所得総額を算出するに当たっては、

調整交付金の算定のために算出した各被保険者の世帯の旧ただし書き所得

の総額（賦課限度額控除後）を被保険者数で除した１人当たり所得総額を算

出することになる。 

・ この賦課限度額については、法定の基準どおりとする。 

  平成 30 年度の算定にあっては、医療分 54 万円、後期高齢者支援金分 19

万円、介護納付金分 16 万円となる。 

 

キ 調整係数（γ） 

〔医療分、後期高齢者支援金等、介護納付金共通〕 

 ・ 調整係数（γ）は各市町村の納付金基礎額の総額を都道府県の総額に合わ

せるための調整係数であり、「厚生労働省令で定めるところにより、当該都

道府県内の全ての市町村における納付金基礎額に納付金基礎額調整係数を

乗じて得た額の総額が当該都道府県に係る納付金算定基礎額に等しくなる

よう、当該都道府県の知事が定める数とする」（算定政令第９条第８項、第

10 条第６項及び第 11 条第６項）とされている。 

 

ク 納付金の範囲 

 ・ 出産育児一時金、葬祭費、付加給付等は定率補助等の仕組みが一般の医

療費と異なることから、納付金及び保険給付費等交付金の対象としない。 

 ・ 特別調整交付金及び保険者努力支援制度は都道府県分、市町村分があ

り、都道府県分は、原則、納付金総額から差し引くこととする。 

 

（２）標準保険料（税）率の算定方式 

ア 標準的な保険料算定方式 

〔医療分、後期高齢者支援金等、介護納付金共通〕 

・ 市町村標準保険料率の算定方式は、３方式とする。 

    

イ 標準的な保険料（税）の所得割と資産割、均等割と平等割の割合 

〔医療分、後期高齢者支援金等、介護納付金共通〕 

・ 市町村標準保険料率の算定方式は、３方式を採用するため、所得割指数

は１、資産割指数は０として計算する。 

・ 市町村標準保険料率の算定に用いる均等割指数と平等割指数は、(1)の市

町村標準保険料率の算定に必要な国民健康保険事業費納付金の算定の基本
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的な考え方で用いた数値と同様、均等割指数「0.7」、平等割指数「0.3」

とする。 

・ 市町村標準保険料率の算定に当たり、保険料賦課総額の応能・応益按分

に用いるβ、所得・被保険者数指数[ｔ]算定時のβは、納付金配分時のβ

を用いることとする。 

 

   ウ 保険料（税）水準の統一 

    ・ 「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について

（ガイドライン）」では、「保険料（税）率は市町村ごとに設定すること

を基本」とすることや、「将来的には保険料水準の統一を目指す」ことと

されている。 

 

 

 

 

 

 

 ３ 標準的な収納率  

表 19 保険料（税）収納率の状況   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 

 

平成 28 年度分確定後追加 

国の通知を踏まえて、記載にあたり今後市町村と協議する 
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・ 標準的な収納率は、収納率目標とは異なり、都道府県内における市町村

標準保険料率を算定するに当たっての基礎となる値である。仮に、実態よ

りも大幅に高い収納率を基に市町村標準保険料率を算定した場合には、そ

の分、市町村標準保険料率も引き下がり、結果としてその市町村標準保険

料率を参考にした市町村は、本来必要な保険料収入を集めることができな

くなるおそれもある。 

・ 標準的な収納率の算定に当たっては、各市町村の収納率の実態を踏まえ

た実現可能な水準とするため、具体的には、市町村別に過去３年間の実績

の平均を標準的な収納率とする。 

  注１）小数点以下２位未満切り捨て 

  注２）医療分、後期支援分金の一般分は「一般」、同退職者分は「退職

者」、介護納付金分は「全体」を採用 

 

 

４ 激変緩和措置 

財政改善効果を伴う追加公費の投入(1,700 億円規模)が行われるため、一般的に

は、平成 29 年度から平成 30 年度にかけての保険料（税）の伸びは抑制・軽減され

ることとなる。ただし、納付金の仕組みの導入や算定方法の変更により、一部の市

町村においては、「各市町村が本来集めるべき１人あたり保険料額」が変化し被保

険者の保険料負担が上昇する可能性がある。こうした場合でも、保険料（税）が急

激に増加することが無いよう、激変緩和措置により対応する。 

 

   

 

 

 

 

 

 

□都道府県繰入金による激変緩和措置 

□特例基金の繰り入れによる激変緩和措置 

※具体的（措置率、措置期間等）な激変緩和措置の議論は、今後市町村と協議

予定 
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第４ 市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項 

 

 １ 現状 

（１）保険料（税）の収納率の推移 

平成 27 年度現年分の保険料（税）収納率は、本県平均が 94.64％、全国平均が

91.45％となっている。収納率は、全国平均では上昇傾向にあるが、本県平均はほ

ぼ横ばいであり、その差は年々縮小傾向にある。 

また、平成 27 年度滞納繰越分の保険料（税）収納率は、本県平均 20.03％とな

っており、全国平均と同様、近年上昇傾向にある。 

 

図４ 収納率（現年分）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 収納率（滞納繰越分）の推移 
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出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 ※平成 27 年度は速報値 

[％] 

[％] 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 ※平成 27 年度は速報値 
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都道府県別に見ると、本県の収納率は島根県、佐賀県に次ぎ、全国で 3 位となっ

ている。市町村別に見ると、本県の収納率は最も高い舟橋村（98.24％）と最も低い

高岡市（93.29％）では 4.95 ポイントの差がある状況となっている。 

 

図６ 市町村国保の都道府県別収納率（現年分、H27） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 県内市町村別保険料収納率（現年分、H27） 
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（２）保険料（税）の滞納世帯数の状況 

平成 28 年 6 月 1 日現在における滞納世帯数は 14,760 世帯であり、国保世帯に

占める滞納世帯の割合は、県平均で 10.4％と全国平均の 15.9％と比べ低くなって

いる。県内の滞納世帯の割合について見ると、最高は富山市の 15.4％、最低は南

砺市の 3.3％となっている。 

 

図８ 滞納世帯及び割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）収納対策の実施状況 

財産調査や差押えは、全市町村で実施され、コンビニ収納も１０市町村で実施

されている。一方、他の取組については、一部の市町村のみで実施され、広まっ

ていない状況にある。 

 

表 20 収納対策の実施保険者数（H27 県内市町村） 

収納対策 実施保険者数 

財産調査 １５ 

差押 １５ 

コンビニ収納 １０ 

収納対策研修 ６ 

要綱（緊急プラン、収納マニュアル等含む）の作成 ４ 

多重債務相談 ４ 

インターネット公売 ４ 

税の専門家の配置 ３ 

コールセンター（電話勧奨部門） ２ 

マルチペイメントネットワーク ２ 

クレジットカード決裁 ２ 

タイヤロック ２ 

資料：厚生労働省予算資料をもとに作成、平成 28 年 6 月 1 日現在 
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２ 収納対策 

（１）収納率目標の設定 

「市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項」で定めた標準

的な収納率とは別に、各市町村における収納率を向上させる観点から、収納率目

標を設定する。収納率目標の設定に当たっては、標準的な収納率や各市町村の収

納率の実態を踏まえつつ、かつ、低い収納率に合わせることなく、保険者規模別

により適切に設定する。各市町村においては、それぞれ該当する区分に掲げられ

た収納率目標の達成に努める。 

 

保険者規模 収納率目標 

被保険者数４万人以上 ９３％ 

被保険者数 

７千人以上４万人未満 

収納率実績が 94％未満 ９４％ 

収納率実績が 94％以上 ９５％ 

被保険者数７千人未満 
収納率実績が 96％未満 ９６％ 

収納率実績が 96％未満 ９７％ 

 

（２）収納率目標達成のための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村と協議のうえ、取組内容を記載する。 

（例） 

ア 県における取組 

・先進的な取組に関する情報提供などの技術的助言 

   ・繰入金による財政的支援（下記市町村における取組対象） 

   ・研修会の実施、徴収アドバイザーの派遣 

   ・滞納整理事務の共同実施に対する支援 など    

イ 市町村における取組 

  ・収納不足についての要因分析（滞納状況、口座振替率、人員体制等） 

・納付環境の整備（納付時の利便性の向上など） 

・短期被保険者証及び資格証明書の適正な交付 など 



- 26 - 

 

点検効果
総　　額

（千円） 資格点検 内容点検 小計

平成24年度 470,987 0.849 1,429 92 1,521 382 1,903
平成25年度 425,563 0.904 1,290 84 1,374 375 1,749
平成26年度 477,790 1.123 1,409 117 1,526 483 2,010
平成27年度 421,186 0.882 1,374 134 1,508 320 1,829

全国（H27) 64,805,485 0.880 1,027 450 1,477 346 1,823
厚生労働省　国民健康保険事業実施状況報告

※全国（Ｈ２７）は、速報値

区分
対前年度比 被保険者１人当たり金額　（円）

過誤調整分
返納金等調定分 計

財政効果

第５ 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 

 

 １ 現状 

  （１）レセプト点検の実施状況 

    レセプト点検は、医療費の適正化・診療報酬等の適切な支払及び被保険者の受

診内容を的確に把握し適切な対応を取るためにも必要不可欠である。 

診療報酬の算定方法等にかかる一次点検は、審査支払機関である富山県国民健

康保険団体連合会で行っており、被保険者の資格点検などの二次点検を市町村で

行っている。市町村ではレセプト点検員の直接雇用や業務委託などにより点検業

務を実施する。 

 

   ア レセプト点検調査の実施状況 

    過去４年度では、被保険者数が減少傾向にあるものの、点検実施枚数は同様の

傾向になっていない。また、レセプト 1枚当たりの金額は増える傾向にあり、全

国より高くなっている。 

 

表 21 レセプト点検調査の実施状況の推移（富山県） 

 

     

 

イ レセプト点検調査による財政効果の状況  

    過去４年度の被保険者１人当たりの財政効果額・効果率について、H27 年度の

本県効果額は 1,829 円で全国（1,823 円）より高くなっており、効果率は 0.59％

で全国（0.78%）より低くなっている。 

  

表 22 レセプト財政(点検)効果額の推移 

 

  

 

 

 

 

 

① ➁ ③ ④ ⑤
被保険者数 枚数 金額 枚数 割合 枚数 割合

（人） （枚） （千円）
③/①
（円）

③/②
（円）

④/②
（％）

⑤/②
（％）

平成24年度 247,562 3,512,342 68,364,120 276,149 19,464 3,512,342 100 3,512,342 100
平成25年度 243,280 3,541,609 69,000,263 283,625 19,483 3,541,609 100 3,541,609 100
平成26年度 237,746 3,569,277 69,533,872 292,471 19,481 3,569,277 100 3,569,277 100
平成27年度 230,340 3,553,304 70,970,044 308,110 19,973 3,553,304 100 3,553,304 100

全国（H27) 32,665,259 517,712,623 9,120,824,218 279,221 17,618 515,019,182 99.48 512,029,721 98.90

区分

診療報酬保険者負担総額 資格点検 内容点検
被保険者
１人当た

レセプト１
枚当たり

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施報告書」※平成 27 年度は速報値 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施報告書」 
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表 23 レセプト財政（点検）効果率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第三者行為求償事務の状況 

市町村は、保険給付の事由が第三者の不法行為（交通事故等）によって生じた

場合は、国民健康保険法第 64 条第 1項の規定に基づき、保険給付の対価の限度

において、被保険者が第三者に対して有する損害賠償の請求権を取得（代位取得）

することとされている。 

国保財政の健全な運営を確保するため、被保険者には「第三者行為による傷病

届」の提出について周知するとともに、専門的な知識を有する事務であることか

ら、県内全ての市町村において富山県国民健康保険団体連合会に求償事務を委

託している。 

※平成 28 年 3 月に、一般社団法人日本損害保険協会と県内市町村からの委任を受けた富山県国

民健康保険団体連合会との間で「交通事故に係る第三者行為による傷病届等の提出に関する覚

書」を締結した。平成 28 年度以降は、交通事故の加害者又は被害者が任意保険に加入してい

る事案については、損害保険会社が被害者に求められる提出書類の作成支援を行うこととなっ

た。 

 

  表 24 交通事故に係る第三者求償実績推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）不正請求事務の状況 

  保険医療機関等における不正請求事案については、県と東海北陸厚生局が医療

機関への監査によりその事実を確認し、不正請求があった場合には、保険者を通

資格点検 内容点検 小計

平成24年度 0.52 0.03 0.55 0.14 0.69
平成25年度 0.45 0.03 0.48 0.13 0.62
平成26年度 0.48 0.04 0.52 0.17 0.69
平成27年度 0.45 0.04 0.49 0.1 0.59

全国（H27) 0.38 0.17 0.55 0.68 0.78
厚生労働省　国民健康保険事業実施状況報告 厚生労働省　国民健康保険事業実施状況報告

※全国（Ｈ２７）は、速報値

返納金等調定分 計

財政効果率　（％）
過誤調整分

財政効果

区分

調定件数 調定額（千円） 収納額（千円） 滞納額（千円） 不能欠損額（千円）

平成25年度 215 215 82,443

平成26年度 248 265 107,588 106,478 1,111 0

平成27年度 127 43 134 52,800 51,701 1,099 0

※国民健康保険事業実施状況報告（平成27年度）（２）レセプト点検

求償実績

受付件数
前年度以降分
引継ぎ件数

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施報告書」※平成 27 年度は速報値 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施報告書」 
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じ診療報酬の返還を求めることとなっている。しかしながら不正請求を行った医

療機関が保険医療機関や保険医の取消に伴い廃業した場合や返還金が高額になっ

た場合には、返還が完了するまで時間を要することもある。県内では、２７年度

に１件、調定した事案がある。 

  

表 25 不正請求事務処理状況の推移 

 
 

 

  （４）海外療養費事務の状況 

    被保険者の海外渡航中の海外において療養等を受けた場合の費用（海外療養費）

については、不正請求防止対策の一層の推進が求められており、県と市町村にお

いて、全国の不正請求事例について情報共有しており、県内で不正請求事例が発

生した場合は、国へ報告している。 

市町村では、申請書の翻訳業務や海外医療機関等に対する照会業務について国

保連合会に委託している。 

県内における支給申請事例では、被保険者数の多い市町村での外国籍の申請が

多くなっている。 

 

表 26 海外療養費の支給実績の推移 

 

 

 

２ 県による保険給付の点検、事後調整  

（１）市町村が行った保険給付の県による点検 

    保険給付費の実施主体は引き続き市町村が担うこととなるため、レセプト点検 

   は市町村が実施しており、県は国民健康保険法第 75 条の３から第 75 条の６に基

づき広域的又は医療に関する専門的見地から、市町村が行った保険給付の点検等

を実施する。 

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度
処理件数（※１） 0件 0件 0件 0件 1件
調定額(※２） 0円 0円 0円 0円 1,393,994円

※２　調定額は、県で把握している金額(退職分除く）であり、請求額ではない。

※１　処理件数は、県において処理した件数（県内の医療機関のみ）であり、不正請求を行った年度とは異なる。
　　　 また、柔道整復療養費に係る不正請求は含まない。

日本国籍 外国籍 合計 日本国籍 外国籍 合計 日本国籍 外国籍 合計

平成25年度 75 6 81 70 5 75 2,748,272 41,280 2,789,552

平成26年度 23 20 43 23 20 43 468,109 169,844 637,953

平成27年度 80 30 110 69 27 96 1,696,550 2,449,464 4,146,014

申請件数 支給件数 支給金額（円）

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施報告書」 
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  （２）大規模な不正請求事案に係る返還金の徴収等 

 

  

 

 

（３）保険医療機関等への指導 

    保険診療の質的向上及び適正化を図るため、東海北陸厚生局富山事務所と引き 

続き連携し保険医療機関等の指導等を行う。 

 

 

３ 療養費の支給の適正化に関する事項 

（１）柔道整復施術療養費 

柔道整復施術療養費の支給対象となる負傷等に対する正しい知識の普及

に努めるとともに、柔道整復施術療養費の支給の適正化を図るため、被保険

者の施術の状況等の確認に努める。 

      また、県は、各市町村の療養費の支給に関する事務処理の点検を行い、市

町村に対して定期的・計画的に助言を行う。 

 

（２）あんま、はり、きゅう、マッサージ 

あんま師、はり師、きゅう師、マッサージ師の施術は、医師の同意を得て

受けた場合においてのみ、療養費の対象とされており、市町村は、医師の同

意の有無等について審査を行い、療養費の適正な支給に努める。 

県は、各市町村の療養費の支給に関する事務処理の点検を行い、市町村に

対して定期的・計画的に助言を行う。 

 

（３）海外療養費 

      県において、全国の不正請求事例について各市町村へ情報提供するほか、

不正請求が疑われる事例が発生した場合には、警察と連携を図り、適切な対

応がされるよう支援する。 

 

 

４ レセプト点検の充実強化 

 

 

 

 

 

 

 

市町村と協議のうえ、取組内容を記載する 

費用面も含めて、広域性、専門性を発揮するための取組みについて検討する。 

市町村と協議のうえ、取組内容を記載する 

点検における事務処理が効率的・効果的に行われるよう、市町村は富山県国民

健康保険団体連合会で実施しているレセプト点検職員（専門員）対象の研修会等

に参加するなど、点検水準の向上に努める。 

県は、医療給付専門指導員による点検（抽出、３ヶ月縦覧点検等）を実施する

など、引き続き市町村職員を対象とした助言を行う。 
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５ 第三者求償や過誤調整等の取組強化 

   国通知（平成 27 年 12 月 3 日付け保国発 1203 第 1 号「第三者行為による被害に

係る求償事務の取扱強化について」）により、求償事務の取組の底上げとして、ＰＤ

ＣＡサイクルの循環をさせて、継続的に求償事務の取組強化を図ることが求められ

ている。このため、市町村では、評価指標に対する数値目標を定め、計画的な取組

みを進めることが重要となっている。また、一般社団法人日本損害保険協会と富山

県国民健康保険連合会との間で締結された、「交通事故に係る第三者行為による傷

病届等の提出に関する覚書」により、届出等の早期提出などが見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６ 高額療養費の多数回該当の取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村と協議のうえ、取組内容を記載 

（１）研修・市町村への助言の実施 

県では、各市町村が定めた数値目標等を把握し、取組みに関して適切な指導・

助言、情報提供及び研修会の開催することとする。 

（２）目標率達成のための取組 

県と市町村では、被保険者に対し「第三者行為による傷病届」の提出について

広報誌やホームページなどの広報媒体などを利用し周知・啓発に努める。 

また、計画的に求償事務に取り組むことができるよう、富山県国民健康保険団

体連合会や国が委嘱している第三者行為求償事務アドバイザーと連携し、助言

等の支援を行う。 

市町村と協議のうえ、具体的な判定・基準等の取り扱いについて、その内容を

記載する。 
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第６ 医療費の適正化の取組に関する事項 

 

 １ 現状 

  （１）特定健康診査及び特定保健指導の実施状況 

   ア 特定健康診査の実施状況 

特定健康診査（以下「特定健診」という。）は、高齢者の医療の確保に関する

法律第 20 条の規定に基づき、保険者に義務づけられており、主に内臓脂肪の蓄

積等に着目した生活習慣病に関する健康診査として、40 歳以上の加入者を対象

に実施している。 

本県の特定健診実施率は伸びており、平成 27 年度実績は全国では 36.3％であ

るのに対し、42.9％と全国で８番目に高い実施率となっており、富山市を除く全

市町村が全国の実施率を超えている。なかでも、砺波市や南砺市においては、国

の第２期特定健康診査等実施計画に基づく市町村国保の目標値（H29）である実

施率 60％を超えている。 

 

表 27 特定健康診査の状況                    （単位:％） 

 
出典：国民健康保険中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施概況状況報告書」 

 

図９ 特定健康診査の実施率の全国比較（H27） 

 
出典：国民健康保険中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書」 
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図 10 市町村別特定健康診査実施状況（H27）              

 
出典：富山県国民健康保険団体連合会調べ（速報値） 

 

   イ 特定保健指導の実施状況 

特定保健指導は、高齢者の医療の確保に関する法律第 24 条の規定に基づき、

特定健診の受診の結果から、生活習慣病のリスクに応じて対象者を選定・階層

化し、保健指導の必要性に応じて「動機付け支援」「積極的支援」のいずれかを

行うものである。なお、特定保健指導は、医師、保健師、管理栄養士等が中心

となって担うこととされている。 

     本県における特定保健指導の実施率は、特定健診の実施率と同様に着実に伸

びてきているが、平成27年度の全国における実施率が25.1％であるのに対し、

本県では 25.0％と全国平均を若干下回っている。南砺市のほか、６市町村が全

国平均を上回っているものの、８市町村においては、全国平均よりも下回って

いる。 

     南砺市は、平成 25 年度及び 26 年度において、高齢者の医療の確保に関する

法律に基づく後期高齢者支援金の減算対象保険者に該当するなど、特定健診・

特定保健指導の高い取組等が評価されている。    

 

表 28 特定保健指導の状況                （単位：％） 

 

出典：国民健康保険中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書」 
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図 11 特定保健指導の実施率の全国比較（H27）  

 
出典：国民健康保険中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況概況報告書」 

 

 

 

図 12 市町村別特定保健指導実施状況（H27）              

 

出典：富山県国民健康保険団体連合会調べ（速報値） 
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（２）医療費通知の実施状況 

医療費通知は、被保険者が健康に対する認識を深めるとともに、国民健康保険

事業の健全な運営に資することを目的として、現在、県内すべての市町村で実施

されている。 

通知内容は、医療費の額のほか、受診年月（施術年月）、受診者名（施術を受け

た者の名前）、医療機関等の名称、入院、通院、歯科、薬局、柔道整復術の別、こ

れらの日数が記載されている。 

富山市は年２回、その他の市町村は年６回、全月を対象に実施しており、すべ

ての市町村が通知書の作成を富山県国民健康保険団体連合会へ委託している。 

 

表 29 医療費通知実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施報告書」 
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（３）後発医薬品の普及促進 

  ア 後発医薬品差額通知の実施状況 

県内全ての市町村においては、後発医薬品希望カードの配布や後発医薬品差

額通知の実施により、後発医薬品を使用した場合の自己負担額の軽減の周知等

の取組が行われている。 

後発医薬品差額通知書の作成は、全ての市町村が富山県国民健康保険団体連

合会へ委託している。 

 

表 30 後発医薬品差額通知実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 後発医薬品の使用状況 

「経済財政運営と改革の基本方針 2015」において、後発医薬品に係る数量シ

ェアの目標値については、平成 30 年度から平成 32 年度末までの間のなるべく

早い時期に 80％以上とすることが明記されている。 

後発医薬品の使用割合は、本県全体では、66.2％となるなど、全国の使用割

合 63.1％を上回っており（平成 27 年度末で全国 10 位、）、保険者のなかでも

市町村国保は、67.3％で県全体の使用割合を上回っている。 

 

出典：厚生労働省「国民健康保険事業実施報告書」 
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  表 31 後発医薬品使用割合（数量ベース）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）重複受診、頻回受診への訪問指導の実施状況 

    平成 27 年度の訪問指導の実施状況については、県内 12 市町村において嘱託

の保健師や看護師等により重複若しくは頻回受診者等への訪問を実施している。 

 

表 32  重複・頻回受診者等訪問指導実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

（５）糖尿病性腎症の重症化予防事業の実施状況 

    糖尿病性腎症による透析患者導入の割合が年々増えてきており、なかでも、

その４割は糖尿病が原因疾患となっている。糖尿病は放置すると網膜症・腎

出典：H28 厚生企画課調べ 

重複受診 頻回受診 重複受診 頻回受診

富山市 40 30 31 21

高岡市 80 0 80 0

魚津市 7 18 6 16

氷見市 0 121 0 63

滑川市 0 21 0 19

黒部市 88 120 12 4

砺波市 4 1 0 0

小矢部市 12 23 12 23

舟橋村 11 14 8 11

上市町 1 12 0 0

立山町 15 8 9 3

入善町 0 42 0 0

朝日町 33 5 24 2

南砺市 1 6 1 6

射水市 120 144 0 38

412 565 183 206

対象者数 （人） 訪問指導実施人数 （延べ人数）
市町村名

（単位：％）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

全国 51.2 58.4 63.1

市町村国保 59.8 64.1

富山県 55.5 62.4 66.2

市町村国保 63.8 67.3

調剤医療費（電算処理分）の動向

※各年度３月の状況
薬局所在地ベース
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症・神経障害などの合併症を引き起こし、被保険者のQOLを低下させるのみなら

ず、医療経済的にも大きな負担を保険者に強いることになる。 

    本県における一人当たりの糖尿病の入院外医療費は、年間約２万５千円とな

っており、全国平均を上回っている。平成28年度において、県内全ての市町村

が糖尿病性腎症の重症化予防事業として、面談や電話等による受診勧奨及び保

健指導等を実施している。 

 

図13 富山県年別透析導入患者の主要原疾患率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図14 糖尿病患者（40歳以上）の人口一人当たり入院外医療費 
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（６）データヘルス計画の策定状況 

国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針の一部改正（平成 26 年

４月１日施行）により、市町村は、効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るた

めに、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業の実施計画

（以下、「データヘルス計画」）を策定し、保健事業の実施及び評価を行うことと

されている。 

 本県では、すべての市町村で、データヘルス計画が策定されている。 

 

 

２ 医療費の適正化に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 富山県医療費適正化計画（第３期）との関係 

   第３期富山県医療費適正化計画（平成 30 年度～平成 35 年度）に定める取組との

整合を図り、県及び市町村は、富山県医療費適正化計画に基づいて、特定健診等の

推進、後発医薬品の利用、医療費通知の充実、重複・頻回受診者への訪問指導、レ

セプト点検の充実など、市町村の実情を踏まえた医療費適正化対策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３期富山県医療費適正化計画と整合した取組を記載予定 

 ・データヘルスの推進 

 ・特定健診・特定保健指導の実施率の向上 

 ・糖尿病重症化予防の取組 

 ・後発医薬品の使用促進 

 ・医薬品の適正使用（重複投薬・多剤投与の適正化）など 
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第７ 市町村が担う事務の広域化及び効率的な運営の推進に関する事項 

   市町村が担う事務のうち、性質上単独で実施するより広域的に実施する方が効率

的な事務については、事務の効率化、標準化、広域化に資するよう努める。 

１ 広域的及び効率的な運営の推進に向けた取組 

（１）被保険者証の有効期限、更新時期、様式統一、高齢受給者証との一体化 

ア 被保険者証の有効期限と更新時期 

各市町村の被保険者証の有効期限は９月 30 日まで、更新時期は 10 月１

日と統一されており、引き続き、同じ取扱いとする。 

イ 被保険者証の様式統一、高齢者受給者証との一体化 

被保険者や保険医療機関等の利便性の向上や市町村における証発行事

務の効率化を図るため、システムの更新時期等を踏まえ、今後市町村と協

議し、検討を進める。 

 

（２）標準化の取組み 

ア 葬祭費に係る支給金額の統一 

 

 

 

イ 一部負担金減免等 

一部負担金の減免等については、多くの市町村において国民健康保険法 

（昭和 33 年法律第 192 号）第 44 条第１項の規定に基づき、それぞれの地

域事情を踏まえた基準を設けて運用している。新たな制度において財政運

営が県単位になることに伴い、現在の市町村における運用に十分配慮しな

がら、基準の統一や事務の標準化を進めることを検討する。 

 

（３）事務の広域化（共同実施）の取組 

ア 保険者事務の共同実施 

現在、市町村から富山県国民健康保険連合会に委託して実施している療

養費支給事務、高額療養費支給事務などの共同事業については、引き続き

共同実施する。 

イ 医療費適正化の共同実施 

医療費適正化の取組みとして、医療費通知、後発医薬品差額通知等を富

山県国民健康保険組合連合会への委託を引き続き実施するほか、県が中心

となって各市町村のレセプトデータを集約し、医療費の詳細な分析を進め

るほか、重症化予防などの保健事業に活かせるデータを作成し、市町村の

支援を行うなど、高度な医療費の分析に取り組む。 

 

市町村と協議のうえ、基準の統一について検討した内容等について記載

する。 
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 （４）その他 

事務の効率的な運営を推進するため、引き続き県と市町村が協議し、事務の

効率化、標準化、広域化に努めるものとする。 

 

 

 

第８ 保健医療サービス及び福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項 

 

 １ 保健医療サービス・福祉サービス等との連携 

県は国保財政運営の責任主体としての役割とともに、市町村事務の広域的かつ

効率的な実施の確保、健全な運営についても中心的な役割を担うことから、医療

をはじめ、保健福祉全般に配慮した施策を展開する必要がある。 

このような観点から、市町村における地域包括ケアシステムに向けた取組みの

重要性に配慮した上で、国保部門と保健医療サービス及び福祉サービスに関する

施策その他関連施策との連携に関する取組みを進める。 

  

 

 

 

 

 

 

第９ 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連携調整等 

 

 １ 関係市町村相互間の連絡調整等 

   国民健康保険運営方針の検証及び見直しに当たり、保険者としての県及び市町村、

審査・支払事務等の実施者である国保連等の関係者の意見を十分に聴くとともに、

必要に応じて意見の調整を図るため、県及び市町村の国民健康保険担当課並びに国

保連の関係者からなる富山県国保運営方針等連携会議や同作業部会を開催する。 

   この連携会議では、国民健康保険運営方針についての議論以外でも、必要に応じ

て随時開催し、県内の国民健康保険運営に関する諸施策や国民健康保険事業費納付

金、標準保険料率のほか、事務の標準化、効率化、広域化などについての議論を進

める場として活用することとしている。 

今後、検討を行い、記載する。 

・県の取組み 

・市町村の取組み 


